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黒 部 市 普 通 会 計 の バ ラ ン ス シ ー ト に つ い て  

 

 

１ ．  作 成 の 目 的  

 

現 行 の 会 計 方 式 が 、 予 算 ・ 決 算 に つ い て 、 １ 会 計 年 度 の 資 金

の 流 れ （ フ ロ ー ） を 中 心 と し て い る た め 、 資 産 や 負 債 な ど の ス

ト ッ ク に 関 す る 情 報 が わ か り に く く な っ て い る 。  

こ の た め 、 減 価 償 却 等 の 企 業 会 計 手 法 を 用 い た バ ラ ン ス シ ー

ト を 作 成 し 、 本 市 の 資 産 の 状 況 や 、 こ の 資 産 形 成 の 財 源 で あ っ

た 負 債 、 正 味 資 産 等 の 状 況 等 を 把 握 す る こ と を 目 的 と す る 。  

 

 

２ ．  作 成 の 基 準  

 

総 務 省 が 示 し た 作 成 マ ニ ュ ア ル に 基 づ き 、下 記 の 基 本 的 考 え 方

に よ り 作 成 し た 。  

（ １ ） 対 象 会 計         普 通 会 計 （ 公 営 事 業 会 計 以 外 の 会 計 を 総

合 し て 一 つ の 会 計 と し て ま と め た も の 。

本 市 で は 、 一 般 会 計 、 地 域 開 発 事 業 特 別

会 計 の 一 部 、 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別

会 計 。）  

 

（ ２ ） 作 成 基 準 日      平 成 1 8 年 度 末 （ 平 成 1 9 年 3 月 3 1 日 ）  

 

（ ３ ） 基 礎 数 値         総 務 省 の 基 準 に 基 づ い た 各 年 度 の 決 算 額

（ 全 国 的 に 統 計 が 整 備 さ れ た 昭 和 ４ ４

年 度 以 降 の も の を 使 用 ）  

   

 

（ ４ ） 減 価 償 却 等       固 定 資 産 に つ い て 、 取 得 価 格 を 基 に 、 耐

用 年 数 ご と に 定 額 法 に よ り 償 却 を 実 施

（ 土 地 に つ い て は 、 昭 和 ４ ４ 年 度 以 降 に

取 得 し た も の に つ い て 取 得 価 格 で 計 上

し て お り 、 減 価 償 却 の 対 象 外 ）  

                         ※  主 な 資 産 の 償 却 期 間  

                            道 路 １ ５ 年 、 河 川 ５ ０ 年 、 農 業 農

村 基 盤 ２ ０ 年 、 学 校 ５ ０ 年 な ど  

 

 

３ ．  「 黒 部 市 普 通 会 計 バ ラ ン ス シ ー ト 」   別 紙 １  
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４ ．  バ ラ ン ス シ ー ト に よ る 分 析  

（ １ ） 平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 現 在 で 、 資 産 合 計 は ８ ７ ４ 億 円 、  

負 債 合 計 は ２ ７ １ 億 円 、 そ の 差 で あ る 正 味 資 産 は ６ ０ ３ 億

円 で あ る 。  

 

（ ２ ） 資 産 の 部 で は 、 有 形 固 定 資 産 が ７ ５ ０ 億 円 で 資 産 全 体 の  

８ ５ ． ９ ％ を 占 め 、 投 資 等 ９ １ 億 円 （ １ ０ ． ４ ％ ）、 流 動

資 産 ３ ３ 億 円 （ ３ ． ７ ％ ） と な っ て い る 。 1 7 年 度 末 か ら 減

少 と な っ て い る 主 な 要 因 と し て は 、 出 資 法 人 の 減 損 会 計 に

よ り 、 出 資 金 が 減 少 し た こ と に よ る も の で あ る 。  

 

（ ３ ） 負 債 の 部 で は 、 地 方 債 に 翌 年 度 償 還 予 定 額 を 加 え た 地 方 債

残 高 が ２ ３ ４ 億 円 で 、 新 規 借 入 の 抑 制 等 に よ り 1 7 年 度 末

に 比 べ 8 億 円 削 減 と な っ て お り 、 負 債 全 体 の ８ ６ ． ６ ％ を

占 め て い る 。  

 

（ ４ ） 正 味 資 産 の 部 で は 、 国 ・ 県 か ら の 支 出 金 分 が １ ６ ５ 億 円  

（ ２ ７ ． ４ ％ ）、 市 税 等 の 一 般 財 源 分 が ４ ３ ８ 億 円  

（ ７ ２ ． ６ ％ ） と な っ て い る 。  

 

（ ５ ） 本 市 が こ れ ま で に 形 成 し た 有 形 固 定 資 産 ７ ５ ０ 億 円 に 対 し

て 、 将 来 の 負 担 と な る 地 方 債 の 残 高 は ２ ３ ４ 億 円 で あ り 、

そ の 割 合 は ３ １ ． ２ ％ と な っ て い る 。  

 

（ ６ ） 市 民 一 人 あ た り の バ ラ ン ス シ ー ト は 次 の と お り で あ る 。  

 

資 産 合 計   ２ ，０ ３ １ 千 円
負 債 合 計          ６ ２ ９ 千 円  

正 味 資 産 合 計  １ ， ４ ０ ２ 千 円  

 

〈 参 考 ： 平 成 １ ７ 年 度 か ら 平 成 １ ８ 年 度 に か け て の 比 較 〉  

 

（ 単 位 ： 百 万 円 ）  

 資 産 合 計  負 債 合 計  正 味 資 産 合 計  

平 成 1 7 年 度  8 9 , 1 5 4  2 7 , 9 5 1  6 1 , 2 0 3  

平 成 1 8 年 度  8 7 , 3 6 1  2 7 , 0 7 1  6 0 , 2 9 0  

増 減  1 , 7 9 3 ( 2 . 0 % ) 減  8 8 0 ( 3 . 1 % ) 減  9 1 3 ( 1 . 5 % ) 減  

 

市 民 一 人 あ た り                               （ 単 位 ： 千 円 ）  

 資 産 合 計  負 債 合 計  正 味 資 産 合 計  

平 成 1 7 年 度  2 , 0 6 9  6 4 9  1 , 4 2 0  

平 成 1 8 年 度  2 , 0 3 1  6 2 9  1 , 4 0 2  

増 減  3 8 ( 1 . 8 % )減  2 0 ( 3 . 1 % )減  1 8 ( 1 . 3 % )減  

           ※ 黒 部 市 人 口  4 3 , 0 9 6 人 （ 平 成 1 7 年 度 末 現 在 ）  

                        4 3 , 0 0 6 人 （ 平 成 1 8 年 度 末 現 在 ）         
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黒 部 市 普 通 会 計 の 行 政 コ ス ト 計 算 書 に つ い て  

 

 

 

 

１ ．  作 成 の 目 的  

  行 政 コ ス ト 計 算 書 は 、 黒 部 市 の 行 政 活 動 を 総 合 的 に わ か り や

す く 説 明 す る 観 点 か ら 、 資 産 形 成 に つ な が ら な い 当 該 年 度 の 行

政 サ ー ビ ス の 提 供 状 況 を 説 明 す る こ と を 目 的 に 、 国 の 「 地 方 公

共 団 体 の 総 合 的 な 財 政 分 析 に 関 す る 調 査 委 員 会 」 が 示 し た マ ニ

ュ ア ル に 基 づ き 、 下 記 の 基 準 に よ り 作 成 し た 。  

 

 

２ ．  作 成 の 基 準  

（ １ ） 対 象 会 計         普 通 会 計 （ 公 営 事 業 会 計 以 外 の 会 計 を 総

合 し て 一 つ の 会 計 と し て ま と め た も の 。

本 市 で は 、 一 般 会 計 、 地 域 開 発 事 業 特 別

会 計 の 一 部 、 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別

会 計 。）  

 

（ ２ ） 作 成 年 度       平 成 1 8 年 度 （ 自 平 成 1 8 年 4 月 1 日  

至 平 成 1 9 年 3 月 3 1 日 ）  

 

（ ３ ） 基 礎 数 値         決 算 統 計 数 値 及 び 決 算 書 等 関 係 書 類  

 

３ ．「 黒 部 市 普 通 会 計 行 政 コ ス ト 計 算 書 」   別 紙 ２  

 

 

４ .  行 政 コ ス ト 計 算 書 に よ る 分 析  

 

 

（ １ ）  行 政 コ ス ト の 会 計 は 、1 7 3 億 2 千 9 百 万 円 で 、そ の 内 訳 と

し て 、人 に か か る コ ス ト が 3 4 億 7 千 5 百 万 円 、物 に か か

る コ ス ト が 5 8 億 3 千 3 百 万 円 、移 転 支 出 的 な コ ス ト が 6 1

億 4 千 4 百 万 円 、そ の 他 の コ ス ト が 1 8 億 7 千 7 百 万 円 と

な っ て い る 。  

 

（ ２ ）  主 な コ ス ト の 構 成 比 は 、 人 件 費 が 2 0 . 7％ 、 減 価 償 却 費 が

1 9 . 5％ 、補 助 費 等 が 1 3 . 6％ 、物 件 費 が 1 2 . 8％ と な っ て い

る 。 今 年 度 の 特 殊 要 因 と し て 、 出 資 法 人 の 減 損 会 計 に よ

り 、出 資 金 の 減 少 が 1 3 億 4 千 4 百 万 円 と な っ て お り 、そ

の 他 の コ ス ト の 項 目 で 特 別 損 失 を 計 上 し て い る 。  
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（ ３ ）  主 な 目 的 別 構 成 比 と し て は 、 介 護 ・ 医 療 関 係 の 扶 助 費 や

保 育 関 係 の 人 件 費 の 多 い 民 生 費 が 2 3 . 0％ 、 道 路 ・ 公 園 の

減 価 償 却 費 や 下 水 道 の 繰 出 金 な ど が 多 い 土 木 費 が 1 5 . 1％ 、

人 件 費 が 多 い 総 務 費 が 1 2 . 4％ と な っ て い る 。  

 

（ ４ ）  収 入 項 目 の 合 計 は 1 6 0 億 8 千 万 円 で 、 使 用 料 ・ 手 数 料 が

1 3 億 1 千 9 百 万 円 、国 庫（ 県 ）支 出 金 が 1 9 億 3 千 2 百 万

円 、 一 般 財 源 が 1 2 8 億 3 千 万 円 と な っ て い る 。  

 

（ ５ ）  市 民 一 人 あ た り の 行 政 コ ス ト は 下 表 の と お り と な り ま す 。

平 成 1 8 年 度 の 1 年 間 で 市 民 一 人 あ た り の 行 政 コ ス ト は

4 0 万 3 千 円 と な っ て お り 、 平 成 1 7 年 度 と 比 べ て 3 万 1

千 円 の 増 加 と な っ て い る 。  

 

市 民 一 人 あ た り                               （ 単 位 ： 千 円 ）  

 人 に か か

る コ ス ト  

物 に か か

る コ ス ト

移 転 支 出 的

な コ ス ト  

そ の 他 の

コ ス ト  

合  計

1 7 年 度  8 3  1 4 0  1 3 6  1 3   3 7 2  

1 8 年 度  8 1  1 3 6  1 4 3  4 3   4 0 3  

増 減  △ 2  △ 4   7  3 0     3 1  

                ※ 黒 部 市 人 口  4 3 , 0 9 6 人 （ 平 成 1 7 年 度 末 現 在 ） 

                             4 3 , 0 0 6 人 （ 平 成 1 8 年 度 末 現 在 ） 

 

［ 用 語 説 明 ］  

 

・ 人 に か か る コ ス ト   行 政 サ ー ビ ス の 担 い 手 で あ る 職 員 に 要 す

る も の で す 。  

 

・ 物 に か か る コ ス ト   地 方 公 共 団 体 が 最 終 消 費 者 と な っ て い る

も の で 、 委 託 料 や 備 品 購 入 費 な ど の 物 件

費 、 施 設 の 維 持 管 理 に 要 す る 維 持 補 修 費 、

有 形 固 定 資 産 の 償 却 費 か ら な り ま す 。  

 

 

・ 移 転 支 出 的 な コ ス ト  他 の 主 体 に 移 転 し て 効 果 が 出 て く る よ う

な も の で 、 生 活 保 護 な ど の 扶 助 費 、 負 担

金 や 補 助 金 な ど の 補 助 費 等 、 特 別 会 計 に

対 す る 繰 出 金 、 他 団 体 へ の 建 設 費 補 助 金

か ら な り ま す 。  

 

・そ の 他 の コ ス ト    上 記 に 属 さ な い も の で 、災 害 復 旧 事 業 費

や 地 方 債 及 び 一 時 借 入 金 の 支 払 利 息 、市

税 ・ 使 用 料 な ど の 不 納 欠 損 額 、 出 資 金 の

減 資 に よ る 特 別 損 失 か ら な り ま す 。  
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(別紙１）

(単位：千円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 5,801,942

（２）民生費 3,749,506 （１）地方債 21,326,562

（３）衛生費 937,469

（４）労働費 161,585 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 8,210,652 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 524,461 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 36,166,541 債務負担行為計 0

（８）消防費 566,448

（９）教育費 18,317,253 （３）退職給与引当金 3,630,606

（10）その他 590,343

計 75,026,200     固定負債合計 24,957,168

（ うち土地 22,579,724 ） (25,951,738)

    有形固定資産合計 75,026,200 ２．流動負債

(75,793,278)

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 2,113,644

（１）投資及び出資金 5,523,332

（２）貸付金 139,629 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 2,551,326     流動負債合計 2,113,644

② 土地開発基金 403,547 (1,999,360)

③ 定額運用基金 2,000

基金計 2,956,873   負  債  合  計 27,070,812

（４）退職手当組合積立金 426,394 (27,951,098)

    投資等合計 9,046,228

(10,054,816)

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 1,365,973

② 減債基金 310,751 １．国庫支出金 10,306,217

③ 歳計現金 1,148,430

現金・預金計 2,825,154 ２．都道府県支出金 6,226,251

（２）未収金

① 地方税 263,154 ３．一般財源等 43,757,382

② その他 199,926

未収金計 463,080

    流動資産合計 3,288,234   正  味  資  産  合  計 60,289,850

(3,305,590) (61,202,586)

 資  産  合  計 87,360,662  負 債・正 味 資 産 合 計 87,360,662

(89,153,684) (89,153,684)

※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等に係るもの 0 千円

②債務保証及び損失補償に係るもの 3,600,000 千円

③利子補給等に係るもの 2,674,381 千円

※各計等の（　）内の数値は、平成17年度（平成18年3月31日現在）のもの

平成18年度  黒部市  普通会計  バランスシート
（平成19年３月３１日現在）
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(別紙２）

黒部市普通会計行政コスト計算書　（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

［行政コスト］

総額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

（１）人件費 3,581,892 20.7% 220,775 971,831 875,117 125,770 48 168,403 57,323 135,108 451,366 576,151 - - - -

（２）退職給与引当金繰入等 -106,910 -0.6% 0 -106,910 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - -

小計 3,474,982 20.1% 220,775 864,921 875,117 125,770 48 168,403 57,323 135,108 451,366 576,151 - - - -

（１）物件費 2,213,877 12.8% 16,181 544,098 242,664 418,319 6,870 78,648 43,226 93,212 59,652 711,007 0 0 0 -

（２）維持補修費 247,605 1.4% 0 8,500 3,057 9 46 32,415 10,198 162,481 524 30,375 0 0 0 -

（３）減価償却費 3,371,131 19.5% 0 286,085 186,488 57,567 11,183 780,133 39,504 1,473,088 54,765 482,318 0 0 0 -

小計 5,832,613 33.7% 16,181 838,683 432,209 475,895 18,099 891,196 92,928 1,728,781 114,941 1,223,700 0 0 0 -

（１）扶助費 1,480,806 8.5% - - 1,463,865 0 - - - - - 16,941 - - - -

（２）補助費等 2,361,543 13.6% 8,344 403,502 216,342 1,073,703 6,961 246,731 108,413 28,158 21,342 248,047 - - - -

（３）繰出金 1,810,368 10.4% 0 0 894,861 17,080 0 141,835 41,213 715,379 0 0 - - - -

（４）普通建設事業費
　　（他団体等への補助金等） 490,936 2.8% 0 33,486 97,275 6,602 0 335,134 0 14,900 2,500 1,039 - - - -

小計 6,143,653 35.5% 8,344 436,988 2,672,343 1,097,385 6,961 723,700 149,626 758,437 23,842 266,027 - - - -

（１）災害復旧事業費 31,365 0.1% - - - - - - - - - - 31,365 - - -

（２）失業対策事業費 0 0.0% - - - - 0 - - - - - - - - -

（３）公債費（利子分のみ） 477,900 2.8% - - - - - - - - - - - 477,900 - -

（４）債務負担行為繰入 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - -

（５）不納欠損額・特別損失 1,367,940 7.9% - - - - - - 1,344,578 - - - - - - 23,362

小計 1,877,205 10.7% 0 0 0 0 0 0 1,344,578 0 0 0 31,365 477,900 0 23,362

17,328,453 - 245,300 2,140,592 3,979,669 1,699,050 25,108 1,783,299 1,644,455 2,622,326 590,149 2,065,878 31,365 477,900 0 23,362

（構成比率） - - 1.4% 12.4% 23.0% 9.8% 0.1% 10.3% 9.5% 15.1% 3.4% 11.9% 0.2% 2.8% 0.0% 0.1%

［収入項目］

1,319,142 - 0 178,402 565,597 21,532 950 58,065 8,014 413,492 9,309 53,330 17 10,434 0 0

7.6% - 0.0% 8.3% 14.2% 1.3% 3.8% 3.3% 0.5% 15.8% 1.6% 2.6% 0.1% 2.2% 0.0% 0.0%

1,932,155 - 0 366,585 813,344 48,966 0 81,889 4,285 4,967 0 226,406 0 0 0 0

11.2% - 0.0% 17.1% 20.4% 2.9% 0.0% 4.6% 0.3% 0.2% 0.0% 11.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

12,829,540 -

74.0% -

16,080,837 -

1,008,510 -

43,996,478 -

-239,096 -

43,757,382 -

（単位：千円）

差引（ａ－ｅ－ｆ）一般財源等増減額

6　期末一般財源等

　※「使用料・手数料等」・・・分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入
　※「一般財源」・・・地方税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、地方消費税交付金
　　　　　　　　　　　ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金
　　　　　　　　　　　地方交付税、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市助成交付金

            ｄ／ａ

収入（ｂ＋ｃ＋ｄ）   （ｅ）

4　正味資産国庫（県）
　 支出金償却額      （ｆ）

5　期首一般財源等

2　国庫（県）支出金  （ｃ）

            ｂ／ａ

            ｃ／ａ

3　一般財源          （ｄ）

行政コスト　　　　　 （ａ）

移転支出
的なコス
ト

1　使用料・手数料等　（ｂ）

人にかか
るコスト

物にかか
るコスト

その他の
コスト
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（参考）

人にかかるコス
ト

物にかかるコス
ト

移転支出的なコ
スト

その他のコスト 合計 構成比率

議会費 220,775 16,181 8,344 0 245,300 1.4%

総務費 864,921 838,683 436,988 0 2,140,592 12.4%

民生費 875,117 432,209 2,672,343 0 3,979,669 23.0%

衛生費 125,770 475,895 1,097,385 0 1,699,050 9.8%

労働費 48 18,099 6,961 0 25,108 0.1%

農林水産業費 168,403 891,196 723,700 0 1,783,299 10.3%

商工費 57,323 92,928 149,626 1,344,578 1,644,455 9.5%

土木費 135,108 1,728,781 758,437 0 2,622,326 15.1%

消防費 451,366 114,941 23,842 0 590,149 3.4%

教育費 576,151 1,223,700 266,027 0 2,065,878 11.9%

災害復旧費 - 0 - 31,365 31,365 0.2%

公債費 - 0 - 477,900 477,900 2.8%

不納欠損額 - - - 23,362 23,362 0.1%

合計 3,474,982 5,832,613 6,143,653 1,877,205

構成割合 20.1% 33.7% 35.5% 10.7%

資産形成につながるもの

人的サービス・給付サービス等
資産形成につながらないもの

人にかかるコス
ト

物にかかるコス
ト

移転支出的なコ
スト

その他のコスト

35億円 58億円 61億円 19億円

１．平成18年度黒部市普通会計行政コスト計算書(簡易版）

　　（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

17,328,453

（単位：千円）

２．バランスシートと行政コスト計算書の関係

目的別費用

行政コスト

100.0%

バランスシート
負債
271億円

正味資産
603億円

資産
874億円

普通会計
（歳入198億円・歳出187億円）

行政コスト計算書
173億円

使用料・手数料等、国庫（県）支出金、一般財源等

現金支出を伴わ
ないもの（減価
償却費、退職給
与引当金繰入、
出資金にかかる
特別損失等）
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